退職証明書の必要性

退職証明書は労働条件を確認するための書面です。本来は自社の従業員が退職後に本人から請求があった場合に会社側が発行しなければならないものです。

また自社で中途採用をする場合には、最終面接や条件面談の前の段階で、面接者に前職の退職証明書を依頼しましょう。
これまでの給与の実績を口頭で聞いたのみで、これからの給与を決定されていることが多く見受けられます。退職証明書は、面談中の面接者とのやり取りの実証となると同時に、給与決定の際にとても有効な資料となります。
労働基準法22条1項により、「労働者が、退職の場合において、使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃金、退職の事由（退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む）について証明書を請求した場合においては、使用者は、遅滞なくこれを交付しなければならない」とあります（違反には３０万円以下の罰金が課されます）。
また、22条3項により、「1項の証明書には、労働者の請求しない事項を記入してはならない」とありますので、こちらが必要とする項目を面接者に伝える必要があります。

　下記の記載例のような退職証明書の発行を面接者にお願いしてみましょう。
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[image: image2.wmf]「退職の事由」から前職での素行

の確認をすることができますので、

採用するかどうかの判断材料にな

る場合があります。


特に「最終賃金」の項目を記入し





てもらうように伝えるとよいで





しょう。





源泉徴収票でも年収は確認できま





すが、退職証明書で基本給と手当





の内訳を確認しておけば、これか





らの賃金を決めやすくなるでしょ





う





（源泉徴収票だけでは残業分の





把握ができません）。








